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６．議事 

【山本科学技術政策担当大臣】 

 それでは、定刻となりましたので、第114回総合科学技術会議を開会致します。 



 

－２－ 

 本日は臨時議員として、甘利経済再生担当大臣、稲田規制改革担当大臣、また、新藤総務大臣の代理として柴山総務副大臣、茂木経済産業大臣の

代理として佐藤経済産業大臣政務官が御出席です。 

 また、「環境エネルギー技術革新計画」に関する審議時には、石原環境大臣、松山外務副大臣が御出席されます。本日は、最後にプレスが入りま

す。 

 それでは、議事に入ります。まず、「科学技術イノベーション総合戦略の実行状況」について、資料1に基づいて、私より御説明致します。スク

リーン（資料1の1ページ）を御覧下さい。科学技術イノベーション総合戦略における科学技術予算編成の「三本柱」について説明致します。一つ目

の柱は、政府全体の科学技術予算編成の戦略的策定の具体的内容として、アクションプラン対象施策の特定及び科学技術イノベーションに適した環

境創出のための「重点施策」について、御決定頂くものです。 

 二つ目の柱は、戦略的イノベーション創造プログラムについて、ガバニングボードの開催について御決定頂くとともに、対象候補を紹介頂くもの

です。 

 三つ目の柱は、革新的研究開発推進プログラムの検討状況の報告です。この順に説明致します。 

 一つ目の科学技術関係予算の戦略的策定については、6月7日に閣議決定された「科学技術イノベーション総合戦略」及び7月31日に御決定頂いた

「資源配分方針」に基づいて、予算戦略会議等を開催しながら、各省庁と一体となって議論を進めてきました。スクリーンに書いてある流れ（資料

1の2ページ参照）です。本日は赤く表示している部分の予算重点化対象施策を御決定頂くプロセスにさせて頂きたいと思います。 

 まず、アクションプラン（資料1の3ページ参照）は、総合科学技術会議が主導して、概算要求前から関係府省の施策を誘導するものですが、これ

が進化しました。予算戦略会議を設けたこと、工程表をしっかり作っていくこと、プロジェクトの大括り化をしたことの3点です。 

 予算戦略会議では私と各府省幹部が意識合わせを行った上で、ここに掲げています５つの課題を示して、更に工程表を示すことで、各省の施策を

誘導してきました。 

 本日は、少しでも分かり易くする為に簡単な動画を作りました。こうした過程を経てやってきたところです。施策の特定の過程では、この写真

（資料1の4ページ参照）のように関係各省と一堂に会してヒアリングを行いました。これは初めてのことです。関係する施策を出席者全員で侃々

諤々の議論をして大括り化した様子を表す為に動画にしました。このように大括り化に頑張ってきました。そうして特定された施策を基に、工程表

を進化させて、各府省と詳細の工程を作り込んだということです。 

 ここ（資料1の5ページ参照）に示したのは、耐震性インフラの実現の一例ですが、総務省、文部科学省、国土交通省の施策を大括り化しました。

これは研究開発だけではなくて、社会実装に向けて必要な制度を作る取り組みも含まれています。今後、初めて作った詳細工程表を用いて、アクシ

ョンプラン対象施策のＰＤＣＡサイクルを着実に実施したいと思います。このようにアクションプランによって、各省と一丸となって概算要求に至

ったということです。 

 なお、アクションプランの対象施策の特定においては、十分な絞り込みもしました。量的に言うと（資料1の6ページ参照）、243の提案施策から98

施策を特定させて頂きたいと思っています。質的にも、施策の特定の過程で府省連携による大括り化をてこに、施策の重複排除を徹底的に行い、実

施内容の適正化に頑張って取り組んできたと考えています。そうして絞り込んだアクションプラン対象施策の概算要求額は約3,351億円で、そのうち

要望額は968億円となっています。今回のアクションプランの策定も、関係各省に協力して頂いたので、是非このアクションプランの着実な実施の為

にも、これらの施策が予算措置されることを改めてお願いしたいと思います。麻生財務大臣もおられますので、宜しくお願い致します。 

 また、今年はアクションプランに加えて、イノベーション環境を創出する為の横断的な課題にも取り組みました（資料1の7ページ参照）。予算事

項のみならず、制度改正も含めて、各省から100の提案を受けて、これを35に絞り込んできました。今回、これらの施策を重点施策としてとりまとめ

て頂きたいと思います。アクションプラン対象施策と同様に、これらの施策がきちんと予算措置されることもお願いしたいと思います。 

 続いて、２本目の柱である戦略的イノベーション創造プログラム（資料1の8ページ参照）について説明致します。このプログラムには、「ＳＩＰ」

という略称をつけさせて頂きました。「エスアイピー」と呼ばせて頂きます。ＳＩＰは府省・分野の枠を超えた横断型であって、総合科学技術会議

が司令塔機能を発揮し、対象課題を特定し、予算を配分していくというものです。実施にあたっては、課題毎に総合科学技術会議が選定したプログ

ラムディレクターが指導的に推進し、ガバニングボードが助言・評価を行うという仕組みにさせて頂きたいと思います。その財源は、内閣府計上の

「科学技術イノベーション創造推進費」から充てることになりますが、この度各省庁の全面的な協力を得て、517億円を基礎額として概算要求をさせ

て頂きました。 

 このＳＩＰの対象施策の候補ですが、総合科学技術会議や産業競争力会議での有識者の提言等から、府省横断型で取り組むべき重要な課題として、

現時点では10課題（資料1の9ページ参照）を抽出しました。今後、これらの10課題を候補として更に検討を深めていきたいので、御了承頂きたいと

思います。本日はこのなかの次世代パワーエレクトロニクスについて、人々の暮らしへの波及効果とか技術開発のポイントについて、後程御紹介致

します。 

 最後に、ＦＩＲＳＴプログラムの後継施策としての革新的研究開発推進プログラム（資料1の10ページ参照）を説明致します。本プログラムは、科

学技術イノベーション総合戦略及び日本再興戦略において創設することが決定されております。これまで有識者議員を中心に19回の議論を重ね、８

月末に骨子をまとめました。このプログラムの特徴は、我が国産業等に大きなパラダイム転換をもたらすハイリスク・ハイインパクトな研究開発を

推進する為に、アメリカのＤＡＲＰＡを参考に、研究開発全体のデザインとかマネジメントを行うプログラムマネージャーに大胆な権限を付与する

こととしています。このプログラムマネージャーが優れた研究者の力を最大限に生かして、革新的研究開発に挑戦することで、画期的なイノベーシ

ョン創出に結びつけることが出来ると考えています。なお、プログラムの名称ですが、菅原経済産業副大臣がわざわざ私の部屋に来られ、御提案頂

いたので、略称でＩｍＰＡＣＴ「インパクト」と呼ばせて頂きます。 

 本プログラムの運営にあたっては、総合科学技術の下にプログラムを運営する為の体制（資料1の10ページ参照）を構築します。今後、制度の詳細

について、更に検討を行うとともに、実行に移す為の予算の確保に努力していきたいと思います。関係各省にも引続き御協力をお願いさせて頂きま

す。 

それでは、御自由に御意見を頂きたいと思います。まず、有識者議員の方から御意見をお願いします。橋本議員、どうぞ。 

 

【橋本議員】 

 総合科学技術会議では、山本科学技術政策担当大臣がこれらの施策を「総合科学技術会議の三本の矢」と仰っていました。 

一つ目はアクションプランを絞り込んで、それを大括り化する、そういう会を設けるのだということ。 

 二つ目は、府省横断型のＳＩＰをやるのだということ。この二つについては、御蔭様で私達も参画することが出来まして、形が見えてきたのでは

ないかと思っております。 

 三つ目ですが、ＩｍＰＡＣＴという名前がつけられた訳ですけれども、これは御存じのように、元々ＦＩＲＳＴプログラムがあって、それが大変

素晴らしかったということです。ＦＩＲＳＴプログラムは2009年の麻生内閣の時に創設されたものでありまして、私も研究者の１人として、当時そ

の審査等々に関わってきました。先見の明のある、極めて画期的なプログラムであったと思います。今、最終年度を迎えている訳ですが、途中民主
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党政権下で規模が大幅に縮小され、予算が３分の１ぐらいに削られたということもありましたが、大変皆頑張ってくれたのだと思います。ＦＩＲＳ

Ｔプログラムで蒔いた種から、京都大学の山中先生、島津製作所の田中先生、それから東京女子医大の岡野先生、東京工業大学の細野先生の様な素

晴らしい研究成果が出て、今世界に大きく羽ばたく形で花開いていると思っております。そして、我が国の未来の明るい展望を切り開く原動力にな

っていると思います。 

 ＦＩＲＳＴプログラム自体は今年度で終了します。このプログラムは今まであった、花開いたものを上手く育てたということでありますが、次の

種もまいて、新たな花を育てなければいけないと思います。そういう意味において、今回のこのＩｍＰＡＣＴを御提案させて頂いている訳です。予

算コストがかかりますが、将来の先行投資と考えて頂ければと思います。それだけの価値は十分あると思います。今回は特にイノベーションに繋げ

ていく為の取り組みを色々入れ込んでいます。是非とも安倍内閣として、ＩｍＰＡＣＴプログラムを実現して頂きたいと思いますのでお願い致しま

す。 

  

【原山議員】 

 科学技術イノベーション総合戦略、まさにアクションのフェーズに入っております。やり方もまさに新しい、イノベーティブなやり方で行ってい

て、着実に進めている実感を持っております。 

 ＩｍＰＡＣＴに関してですが、オリンピックが日本に夢を与えているように、ＩｍＰＡＣＴもイノベーションで日本に夢を与えたい。明日の日本

にインパクトを与えるものを今から作り込まなくてはいけないという趣旨ですので、是非とも御賛同頂き、サポート頂ければと思います。 

 

【久間議員】 

 ＩｍＰＡＣＴについて、何か突拍子もないことを言っているのではないかという話があちこちで聞こえてきますが、実はそうではありません。企

業では、事業に精通した人がプログラムマネージャーとなり、研究開発のリーダーがサブマネージャーとして、新しい事業を作っています。この仕

組みを国家レベルで初めて実施したプログラムがアメリカのＤＡＲＰＡです。ＩｍＰＡＣＴは、そのような仕組みのプログラムを日本でも初めて実

施したいということです。 

 一番の課題は、如何にして優秀なプログラムマネージャーを探してくるかということです。具体的にはこれから検討していくことですが、産官学

から幅広く多くの人に立候補して貰って、我々有識者議員、それから総理及び関係閣僚の皆様方にも御協力頂いて、プログラムマネージャーに適し

た人を選び、このプログラムを何としても成功させたいと思います。日本の将来を切り開くイノベーションが続々と出てくると確信しています。 

Ｉ  

【山本科学技術政策担当大臣】 

 下村文部科学大臣、どうぞ。 

 

【下村文部科学大臣】 

 安倍総理が提唱されている「世界で最もイノベーションに適した国」の実現に向け、山本科学技術政策担当大臣のリーダーシップの下、「日本再

興戦略」や「科学技術イノベーション総合戦略」の具体化が着実に進められていることに敬意を申し上げます。 

 戦略的イノベーション創造プログラムの新設等に伴う予算の拡充を実現していくことはもとより、研究開発の成果を生かし、経済・社会を変革し

我が国の力強い成長を促すイノベーションに繋げていく為の施策を併せて進めていくことが重要です。 

 その際、社会のニーズの変化や研究現場の考え等を的確に吸い上げ、施策に反映するしなやかな判断、この場合は今御指摘にあったプログラムマ

ネージャーはポイントになってくると思いますが、それにきちっと対応しながら取り組むことが重要であると思います。 

 更にイノベーションの実現の隘路を解消する規制改革等、他の政策手段を総動員出来るよう、関係閣僚と協力して検討を進めてまいりたい。 

  

【山本科学技術政策担当大臣】 

 甘利経済再生担当大臣、どうぞ。 

 

【甘利経済再生担当大臣】  

 府省横断型ＳＩＰ、これは総合科学技術会議を司令塔たる存在にする為に、極めて重要なことで、まさに司令塔機能にとって極めて大事なものと

高く評価します。それから、ＩｍＰＡＣＴであります。先程来プログラムマネージャーが大事だということですが、どういう人を見つけるか、その

人は適切かどうかが極めて重要になってきますから、文部科学大臣や経済産業大臣にこの人材発掘に御協力を頂くように要請してはどうかと思いま

す。 

 

【山本科学技術政策担当大臣】 

 麻生財務大臣、どうぞ。 

 

【麻生財務大臣】 

 ＩｍＰＡＣＴの話ですけれども、先程橋本議員が言われたように、ＦＩＲＳＴの後継だと理解しておりますが、是非御理解して頂きたいのは、こ

の所謂ＦＩＲＳＴの後継策としては24年度の補正予算、それから25年度の本予算で既に2,000億円の予算が既に使われております。是非その意味で、

その上へこのＩｍＰＡＣＴということを言っておられる訳なので、是非このテーマの設定等々については、これは費用対効果の高いものに厳選をし

て頂かなければならない。税金を使う訳なので、それがどのような形で絞り込まれるのか。また、厳格な評価とかガバナンスというものが絶対必要

になりますが、どのような体制でそれを構築されるのか等、詰めるべき論点はまだ残っていると思いますので、是非それらの点を詰めて頂かないと、

先程甘利経済再生担当大臣が仰ったように、誰がプログラムマネージャーをやるかで一番大きな差が生じるので、この人選については、是非衆知を

集めて頂けるように宜しくお願い申し上げます。 

 

【山本科学技術政策担当大臣】 

 柴山総務副大臣、どうぞ。 

 

【柴山総務副大臣】 

 総務省としては、今、麻生財務大臣からもお話があったように、費用対効果の観点からもＳＩＰ、今後重点的に力を入れていく課題として、資料

１－５に色々と御提示を頂いておりますけれども、４ページに書かれている次世代インフラのところを是非御注目頂きたいと思います。 



 

－４－ 

 山本科学技術政策担当大臣からは、資料１－５の４ページの次世代パワーエレクトロニクス、エネルギーの部分についても大変重要であるという

御指摘を頂いて、それは全くその通りだと思います。この次世代インフラは、今強靱化等についても議論がされていますけれども、やはり強靱化に

しても優先順位をつけていかなければいけないということで、例えばＧ空間だとか、或いはセンサー等を用いて、優先順位をつけていくということ

で、この次世代インフラの例えば２番目のインフラ維持管理・更新・マネジメント技術、或いはレジリエントな防災・減災機能の強化、ＩＴＳを用

いた自動走行システム、こういったところに是非力を入れて頂きたいと思います。 

 また、新藤総務大臣からは、そのすぐ上にある、これもエネルギーの分野になってしまいますが、次世代海洋資源調査技術、これは海のブロード

バンドであるということにも是非重きを置いて頂いて、文部科学省、ＪＡＭＳＴＥＣ（独立行政法人海洋研究開発機構）とも協力して、衛星通信を

用いて、効果的に資源探査をするようにお力を頂きたいということを仰せつかっておりますので、宜しくお願い致します。 

 

【山本科学技術政策担当大臣】 

 佐藤経済産業大臣政務官、どうぞ。 

 

【佐藤経済産業大臣政務官】 

 科学技術重要施策アクションプラン等については、６月下旬以降、対象施策特定の検討に御尽力を賜りました有識者議員の皆様方に心より敬意を

表したいと存じます。そして、総合科学技術会議の司令塔機能強化の発揮によって、今回特定された施策にしっかりと予算措置がされるとともに、

科学技術予算が十分に確保されるように、是非して頂きたいということが１点目でございます。 

 それから、戦略的イノベーション創造プログラム（ＳＩＰ）についてですが、対象課題の候補は日本再興に向けた戦略市場創造、即ちエネルギー、

健康長寿、次世代インフラ、そして地域資源という観点から、何れも重要なものと認識しています。そこで、真に市場創造に繋げる為に、制度改革、

例えば省エネトップランナー制度の導入や、或いは政府調達、例えば公共事業での採用等、こうした研究開発以外も含めて、各府省が一丸となって

取り組むことが重要であると認識しています。経済産業省でも、総合科学技術会議のリーダーシップの下で、関係府省と連携しつつ、本プログラム

の具体化に向け、積極的に貢献してまいりたいと存じます。 

 最後に「ＩｍＰＡＣＴ」についてですが、これは名前の通りハイリスク、ハイインパクトでして、まさに産業・経済・社会に大きなパラダイム転

換をもたらす、そういう挑戦的研究開発を推進する我が国初のプログラムです。その意味で、山本科学技術政策担当大臣の下でしっかりと予算を確

保して、是非実現して頂きますようお願い申し上げます。 

 

【山本科学技術政策担当大臣】 

 資料１－２及び１－４に基づき、本案を決定させて頂いて宜しいでしょうか。それでは、原案どおり決定することと致しまして、総理及び関係大

臣に意見具申することとさせて頂きます。 

 また、資料１－５を検討対象候補とするとともに、資料１－６に基づいて、有識者議員を構成員とするガバニングボードの開催、これも決定して

宜しいでしょうか。それでは、原案どおり決定させて頂きます。 

 続いて、議題２に移ります。資料２－１を御覧下さい。只今決定頂いたアクションプラン対象施策の推進等、重要課題の迅速な達成を図る為に、

新たに「重要課題専門調査会」を設置したいと思います。具体的には、２ページにあります通り、重要課題専門調査会を新設するとともに、これに

伴い、既に設置されている科学技術イノベーション政策推進専門調査会の検討事項を一部見直すというものです。また、知的財産戦略専門調査会を

廃止するとともに、その役割を科学技術イノベーション政策推進専門調査会に引き継ぐこととします。詳細は資料２－２、２－３の通りでございま

す。本案を決定して宜しいでしょうか。それでは、原案どおり決定することとし、内閣総理大臣に意見具申することとさせて頂きます。 

 次に、総合科学技術会議の今後の進め方について、内山田議員より資料３に基づき御説明頂きます。 

  

【内山田議員】 

 それでは、総合科学技術会議において今後重点的に検討すべき課題について、有識者議員で意見をとりまとめましたので、資料３に基づき御説明

致します。 

 まず、「１.問題認識と基本的考え方」についてですが、今般共有すべき問題認識、考え方として、２点申し上げたいと思います。第１に、経済

再生と財政健全化を両立させ、好循環を生じさせることが政府の優先課題となっていると承知しており、その課題の克服の為には、科学技術イノベ

ーションこそが切り札になると考えています。第２に、より中長期的な視点で見ますと、成長・発展を継続・維持させていく為にも、イノベーショ

ン創出の為の基盤を確立しておくことが不可欠であり、この問題意識を踏まえて、今後総合科学技術会議の議論を行っていく必要があります。 

 次に、「２.科学技術イノベーション政策の推進」についてですが、ここに記載しているのは、本年３月以降、総合科学技術会議が重視してきた

政策運営上重要な６原則であります。今後ともこの原則を踏襲し、政策運営に定着させていくべきと考えています。 

 「３.本年後半に取り組むべき項目」ですが、科学技術イノベーション総合戦略の強力かつ着実な推進、イノベーション創出環境の整備、総合科

学技術会議の司令塔機能強化の大きく三つのテーマを重点的に議論することを提案します。 

 まず、１点目の科学技術イノベーション総合戦略の推進についてですが、６月に閣議決定した科学技術イノベーション総合戦略を政府一体となっ

て確実に実行していくことが重要であります。特に②の戦略的イノベーション創造プログラム（ＳＩＰ）と革新的研究開発推進プログラム（ＩｍＰ

ＡＣＴ）は、産学官連携の下、政府一体となって強力に推進する、いわば「国家重点プログラム」として位置付けられるものであります。産業界、

学界とも大いに期待していますので、早期実行に向けて取り組んでいく必要があります。 

 次に、２点目のイノベーション創出環境の整備についてですが、研究開発環境の改善・充実を図るにあたっては、留意すべき点があります。まず、

個別施策についてばらばらに議論し、部分最適のちぐはぐな施策運営に陥るのではなく、産学官の様々な主体を含めたオールジャパンの視点から全

体像を俯瞰し、全体最適の政策運営を行うこと、また研究開発を推進するにあたって重要となる人・資金・仕組みの三つの要素を切り口に据えるこ

と、更に単に提言や報告をまとめるのではなく、政策パッケージ化して、来年の科学技術イノベーション総合戦略の改定に反映させることでありま

す。こういった考え方に基づき議論を進めるべきと考えています。 

 ３ページを御覧下さい。①の人については、研究人材の中でもまず世界トップクラスの研究人材の確保に焦点をあてて議論していくべきではない

かと考えます。その上で、(a)の研究人材の育成、(b)のオールジャパンの視点から見た研究人材の活用・循環、(c)の世界中から研究人材を引き寄せ

るプラットフォームの形成の三本柱について、全体像を描いた上で、重点的に取り組むべき政策について議論を行うべきと考えます。②の資金につ

いては、研究資金が国全体として円滑に循環し、活用されることが不可欠であることから、民間も含めオールジャパンの研究開発投資全体を戦略的

に俯瞰することが重要であります。そして、より効果的・効率的な研究開発支援策として、競争的資金を含む各研究資金制度の役割や資金配分・運

用のあり方について議論すべきであると思います。③の仕組みについては、我が国がグローバル競争に勝ち続ける為に総力を結集し、産学官がそれ

ぞれ役割を分担しながら、効果的に連携していくことが重要であり、その仕組みのあり方や制度設計の見直しについて検討する必要があります。特



 

－５－ 

に研究開発法人に関しては、早急に制度設計について議論を進めていくべきであります。 

 最後に、３点目の総合科学技術会議の司令塔機能強化についてですが、総合科学技術会議は科学技術イノベーション政策全体の司令塔であり、総

理主導の政策運営を直接支えるエンジンとして設置されていると承知しています。この趣旨からしますと、科学技術会議が政策方針を具体的な形で

打ち出し、その下に各省庁が連携をとりながら、政府一丸となって政策を推進していくという運営の姿が定着していくことが重要であります。その

為には、この総合科学技術会議の司令塔機能を十分に発揮するのに必要な法的権限や予算面での充実に向けた取り組みが着実に進められるべきと考

えます。 

 

【山本科学技術政策担当大臣】 

 それでは、御自由に御意見を頂きたいと思います。まず、有識者議員の方からお願いします。大西議員、どうぞ。 

 

【大西議員】 

 たまたま今朝、日本学術会議と内山田さんを中心とした経団連の産業技術委員会と懇談会を持ちました。個人的には勿論色々な付き合いがありま

すが、組織的には日本学術会議は政府組織でもあって、少し経済界と遠かったきらいもあるのですけれども、私が日本学術会議の会長になってから、

何回かこうした会合を持たせて頂いています。そこでのポイントは、経済界は市場と繋がってニーズを把握しており、必要な技術の水準というのも

把握しているということです。一方でそれを達成する基礎的な研究というのは、むしろ大学とか研究者にあるということです。これが直接上手く繋

がっていくことが必要で、研究の延長で物事を考えてもいけないし、全く基礎研究の裏づけのない将来の製品というのも考えにくいということです。

だから、基礎的な研究と出口が上手く結びつくことが必要だということで、経済界ともこれから密にそうした議論をして、この政府の政策をサポー

トしていきたいと思います。どうぞ宜しくお願い申し上げます。 

研究者の延長で物事を考えてもいけないし、全く裏づけのない将来の製品というのも考えにくいということです。だから、基礎的な研究と出口が上

手く結びつくことが必要だということで、経済界ともこれから密にそうした議論をして、この政府の政策をサポートしていきたいと思います。どう

ぞ宜しくお願い申し上げます。 

 

【山本科学技術政策担当大臣】 

 原山議員、どうぞ。 

 

【原山議員】 

 短期決戦モードに対して、基礎体力を強化するモードに今入りつつあります。欧州連合においても、世界トップクラスのサイエンスとか、産業競

争力強化、社会的課題解決を三本柱とするHorizon 2020というのが、もうカウントダウンのフェーズに入っています。そういうことで、海外に対し

ても競争と協力ということを両刀使いで臨む為には、科学・技術の基盤の強化と、それからイノベーションを誘発する装置を埋め込むことが必須で

す。この後半期ですが、効果的で実装可能なものを埋め込んでいくというのが、プログラムです。制度論になりますと、総論賛成、各論反対という

ことになりますけれども、そういう視点からではなく、目指すは「世界で最もイノベーションに適した国」ということを念頭に置きながら、現場の

アクターを巻き込みながら、実際に現場にインパクトのあるものを行っていきたいという所存でございます。 

 

【山本科学技術政策担当大臣】 

 青木議員、どうぞ。 

 

【青木議員】 

 オールジャパンで適材適所で皆で進むというのは、オリンピックの招致委員会に続きたいと思います。オリンピックというのは単にそれに続くだ

けではなくて、日本の技術をショーケースする機会でもあると思いますので、このＳＩＰとかＩｍＰＡＣＴの成果を、是非オリンピックを機会に売

り込んで頂きたいと思います。宜しくお願い致します。 

 

【山本科学技術政策担当大臣】 

 久間議員、どうぞ。 

 

【久間議員】 

 ２点申し上げます。１点目は、来年度から府省連携プログラムがスタートするので、何としても成功させるために、特に大きな案件に関しては、

もう一度、工程表を再チェックしたいということです。２点目は、確実に経済成長へ繋げるために、規制改革や国際標準化等との連動という観点も

チェックし、確実に成功する青写真を描きたいと思います。各省庁の御協力を宜しくお願い致します。 

 

【山本科学技術政策担当大臣】 

下村文部科学大臣、どうぞ。 

 

【下村文部科学大臣】 

 高等教育や研究開発の基盤を担っている文部科学省として、「人」について申し上げます。資源に乏しい我が国が世界と互しフロントランナーに

なるには、世界トップクラスの人材の育成・確保が必要であり、その観点から、国際的な競争を意識した新規・既存の各種プログラムを有機的に連

携させ、より一貫性を持った政策パッケージとして進めていくことが重要と考えます。 

 一方で、これらの取り組みの効果をより一層引き出していく為には、「資金」、「仕組み」に係る取り組みも重要であり、これらを通じて、我が

国の研究現場をより魅力的にし、優秀な若手研究者を育て、又、海外の研究者を呼び込むことが出来るような研究環境を整備することが必須である

と思います。この一環として、山本科学技術政策担当大臣と協力して、研究開発の特性を踏まえた世界最高水準の法人運営を可能とする新たな研究

開発法人制度のあり方についての検討を早急に行いたいと思います。 

 研究開発の実施においては、社会ニーズの変化や現場の声を踏まえ、柔軟でしなやかな判断が行われることがより重要と考えておりまして、司令

塔機能強化の検討にあたっては、この点を踏まえて検討を行うべきであると思います。 

 

【山本科学技術政策担当大臣】 



 

－６－ 

 稲田規制改革担当大臣、どうぞ。 

 

【稲田規制改革担当大臣】 

 まず、規制改革担当大臣として、世界で最もイノベーションに適した国、また、科学技術イノベーション創出を後押しすべく、先程御指摘があり

ましたように、総合科学技術会議と連携をして、規制改革に取り組んでまいりたいと思います。その上で、行政改革担当大臣も兼務していまして、

今、下村文部科学大臣から御指摘があり、資料３の４ページに書かれております研究開発法人についてですが、研究開発法人も含めた独立行政法人

全体の改革については、６月５日の行政改革推進会議において、中間的整理を行い、総理からこれを踏まえ、年末までのとりまとめに向けて、更に

検討を進めるように御指示があったところです。本日御議論がありましたように、今後、研究開発法人に関して、総合科学技術会議において、制度

設計について年内に議論を進めるということでしたら、行政改革推進会議で、現在、研究開発法人、個別の独立行政法人についても検討を進めてい

るところですので、行革推進会議の検討・とりまとめに間に合うよう十分な連携をお願いします。 

 

【山本科学技術政策担当大臣】 

 佐藤経済産業大臣政務官、どうぞ。 

 

【佐藤経済産業大臣政務官】 

総合科学技術会議の今後の進め方についてですが、本年６月に閣議決定されました「科学技術イノベーション総合戦略」及び「日本再興戦略」の

遂行が何よりも重要であります。まず、総合科学技術会議の司令塔機能強化をはじめとして、各種の重要事項に着実に取り組んで、成果を上げてい

くべきだと考えています。その中で特に１点申し上げたい点があります。それは大学と同様に、研究開発法人の機能強化ですが、こちらは、成果が

企業の製品に採用された場合等で、所謂法人の努力による成果で自己収入が増えた場合に、現状ですと国からの交付金が減らされるといったディス

インセンティブが存在している仕組みになっています。こうした仕組みの改善ですとか、研究者の年俸制や混合給与といった大胆な給与制度の見直

し等の課題も取り組みが必要であると思っています。経済産業省関係では、例えば産業技術総合研究所とＮＥＤＯ（新エネルギー・産業技術総合開

発機構）がありますけれども、こうしたところも率先して、これらの課題に取り組む用意がありますので、是非横串で横断的に今後こうした議論を

進めて頂きたいと思います。 

それから、我が国は、優れた研究者やビジネスマンは多いですが、先程来、お話のありました、複雑で大規模な研究開発をマネジメントしていく

人材の層が極めて薄いという現状があります。ＳＩＰやＩｍＰＡＣＴを推進する為には、この潜在力のある人材を思い切って登用していくというこ

とが重要でありまして、その活用の仕組みについても議論していくことが重要であると思います。また、甘利経済再生担当大臣からも御指摘があり

ました、この人材発掘について、経済産業大臣にも依頼をしてはどうかというお話が御議論として出ました点は、大臣に着実にお伝えさせて頂きた

いと思います。 

 

【山本科学技術政策担当大臣】 

 橋本議員、どうぞ。 

 

【橋本議員】 

 今、下村文部科学大臣、稲田規制改革担当大臣、それから佐藤経済産業大臣政務官からお話のあった研究開発法人制度のことですが、この見直し

については、研究開発の特性を踏まえた世界最高水準の新たな制度にするということは、これは決まっている訳です。今後、総合科学技術会議で効

率的に審議を進める為には、まず、山本科学技術政策担当大臣にイノベーションを創出する上で、最も理想的な制度設計のあり方とか論点はどうい

うものかというのを集中的に詰めて頂き、その上でこの総合科学技術会議に報告して頂いて、それをたたき台にして議論を進めてはどうかと思いま

すが、如何でしょうか。 

 

【山本科学技術政策担当大臣】 

 研究開発法人については、本日の議論、御指摘を踏まえて、今仰った制度設計のたたき台、論点をきちんと整理して、改めて総合科学技術会議に

付議することにしたいと思います。それで、宜しいでしょうか。 

それでは課題４に、入らせて頂きますが、ここからは石原環境大臣と松山外務副大臣に審議に加わって頂きます。環境エネルギー技術革新計画の

改訂案ということで、この諮問第15号「環境エネルギー技術革新計画の改訂について」に対する答申（案）を、久間議員より資料４－１に基づいて

御説明頂きます。 

 

【久間議員】 

 環境エネルギー技術革新計画について、前回の本会議で基本的な方針を御説明しましたが、この度、改訂案を取りまとめましたので、御説明させ

て頂きます。 

 資料４－１の１ページ目を御覧下さい。本計画の改訂では、①短中期・中長期に開発を進めるべき革新技術の特定、②技術開発を推進するため施

策の強化、③革新的技術の国際展開・普及に必要な方策について、まとめました。 

 ２ページ目を御覧下さい。これは、本改訂案でとりまとめた技術の普及イメージであります。我が国の環境エネルギー技術により、世界の温室効

果ガスの排出削減に貢献していくことを示しています。左側の青い丸印が現在の世界の温室効果ガス排出量で、約300億トンとなっています。我が国

が掲げる2050年度に世界全体での温室効果ガス排出量半減という目標を実現するには、右側の青い丸印まで下げなくてはなりません。一方、技術が

現状から変化しない場合には、「現状技術パス」と書いている紫の点線が示す通り、温室効果ガスの排出量が増加していきます。これを解決するの

が、青の点線で囲まれている部分にある革新的な技術群であります。2030年度までの短中期においては、既に実用化している高効率石炭火力発電、

次世代自動車、燃料電池、こういった技術の高度化により、排出削減を進めていきます。更に2030年度以降の中長期においては、人工光合成等、現

在は研究レベルの技術を実用化させることで、更なる排出削減を可能にしていきます。こういった技術を世界に普及することで、2050年度の世界全

体での温室効果ガス排出量半減に貢献していくべきと考えます。以上が改訂案の概要です。今後は、総合科学技術会議と各省が連携しまして、本計

画を着実に推進してまいります。 

 

【山本科学技術政策担当大臣】 

 それでは、御自由に意見を頂きたいと思います。石原環境大臣、どうぞ。 
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【石原環境大臣】 

 只今の久間議員の説明にもありましたが、今回の改訂には、新たな地熱発電や海洋エネルギー等の再生可能エネルギー関連技術が革新的技術とし

て盛り込まれています。環境省としても、例えば次のような取り組みを積極的に進めてまいりたいと考えています。第１に、長崎県五島沖における、

2000kWの浮体式洋上風力発電を来月にも立ち上げさせて頂きます。第２に、漁業や海洋環境への影響を抑えた潮流発電の実証を進めてまいりたいと

思います。第３に、地熱の有効利用です。私はアイスランドや大分県での実情を視察してきました。環境省としては、効率的で環境負荷の小さい温

泉発電の技術開発や実証に力を入れてまいります。ちなみに温泉発電の第１号は、大分県の別府市の杉乃井ホテルにありますが、こちらでは総理の

御尊父の晋太郎先生が通商産業大臣の頃に後押しをしまして、この商業化というか、このホテルに必要な電力の半分をもう既に賄っています。しか

し、温泉法の関係がありまして、私が見てきた感じでは、その管の直径が８センチでした。これをもう少し大きいものにすれば、2,600人収容のホテ

ルに必要な電力を全て温泉発電で賄えるといったような、かなり将来性のあるものだと考えています。再生可能エネルギーの導入を促進することに

よりまして、地域でエネルギーを「創り」、「蓄え」、「融通し合う」、まさに「自立・分散型低炭素エネルギー社会」の構築を目指していかなけ

ればならないと考えています。 

 

【山本科学技術政策担当大臣】 

 松山外務副大臣、どうぞ。 

 

【松山外務副大臣】 

 外務省としては、現在、総理指示に基づいて、関係省庁と協力しながら、「技術」で世界に貢献していく、攻めの地球温暖化外交戦略の策定を行

っているところです。５月には東京で、石原環境大臣の出席を得て、岸田外務大臣とカンボジアの環境大臣との共同議長によりまして、この「技術」

を中心テーマに据えて、「第２回東アジア低炭素成長パートナーシップ対話」を開催しました。会合では、最大の温室効果ガス排出地域である東ア

ジアにおいて、低炭素成長を実現する為には、技術が重要であるとの認識を共有し、我が国の優れた低炭素技術や、これを活用して途上国で温暖化

防止を進める制度等を紹介しました。今回の環境エネルギー技術革新計画の改訂は、こういった我が国の優れた低炭素技術の開発・普及を一層促進

させるものであり、攻めの地球温暖化外交戦略の策定にも資する非常に重要な決定であると認識しています。外務省としても、関係省庁、民間部門

と連携をし、引き続きしっかりと取り組んでいく所存です。 

  

【山本科学技術政策担当大臣】 

 佐藤経済産業大臣政務官、どうぞ。 

 

【佐藤経済産業大臣政務官】 

 我が国が技術で世界に貢献していく為に、研究開発の不断の取り組みと、そして国際展開と普及の施策を強化することが不可欠です。本計画を適

切にまとめて頂いたことにまず感謝を申し上げたいと存じます。研究開発の取り組みとしては、最新の知見を踏まえて、革新的構造材料、人工光合

成、地熱発電、太陽熱利用、海洋エネルギー利用等の技術を追加して、37分野の技術について「既存技術の向上・普及」と「より革新的な技術普及」

への戦略的な取り組みを明確にして頂きました。この国際展開・普及施策として、本年に入りベトナムやインドネシア等の８カ国と制度導入に合意

しました。そして今後、更に進めていく予定の二国間クレジット制度の活用ですとか、国際標準化の推進等を具体的にまとめて頂いたと認識してい

ます。これらの計画によって、「攻めの温暖化外交戦略」を具体化すべく、経済産業省としても積極的に貢献してまいりたいと存じます。 

 

【山本科学技術政策担当大臣】 

 資料４－２について、案のとおり決定させて頂きたいと思いますが、宜しいでしょうか。それでは原案通り決定することとします。これからパワ

ーエレクトロニクスのプレゼンを是非見て頂きたいのですが、その前にオリンピック担当大臣でもある下村文部科学大臣から御発言があるとお聞き

していますので、どうぞ。 

 

【下村文部科学大臣】 

 2020年のオリンピック・パラリンピック東京開催の決定について、安倍総理の強力なリーダーシップの下、関係者の皆様の御尽力に改めて感謝申

し上げたいと思います。オリンピックを一過性のものとするのではなく、日本社会の再生に向けた大きなうねりとすることが大切だと思います。こ

の為、2020年を日本にとって新たな成長を実現するターゲットイヤーとして捉え、オールジャパンで取り組むことが必要だと思います。参考資料５

を御覧下さい。先程も御指摘がありましたが、スポーツの祭典ということで終わりにすることなく、科学技術を通じて、健康、地球環境、エネルギ

ー等に係る世界共通の課題の解決に取り組むべきであり、日本発の科学技術イノベーションの成果を世界にしっかり発信・アピールしていくように

対応していきたいと思いますので、宜しくお願い致します。 

 

【山本科学技術政策担当大臣】 

 ここからは最新の科学技術の動向ということで、パワーエレクトロニクスのプレゼンをして頂きます。ここからプレスに入って頂きます。議題１

において、戦略的イノベーション創造プログラム「ＳＩＰ」について御説明した際に紹介しました、パワーエレクトロニクスについて、その最新の

技術動向を、日本機械学会会長の矢部彰氏にプレゼンテーションして頂きます。矢部会長、宜しくお願いします。 

 

【矢部日本機械学会会長】 

 まず、この動画を御覧下さい。これは地下鉄の銀座線です。渋谷駅に入る車両、出る車両がありますが、この車両の床下に、本日お話しさせて頂

くパワーエレクトロニクスが使われています。今回、電圧・電流を調整し、モータを制御するこのパワーエレクトロニクスに新しい材料を使うこと

によって、電車の消費電力を４割削減することが出来ました。省エネルギーに大きく貢献する技術であります。この地下鉄の車両を総理官邸中庭に

持って来たかったのですが、大き過ぎるので、動画にて紹介させて頂きました。これから、パワーエレクトロニクスの研究開発の重要性についてお

話しさせて頂きます。 

まず、パワーエレクトロニクス、パワエレというふうに言われますが、これを人間で例えて御説明させて頂きます。僣越ですが、いつも産業技術

を一生懸命推進して頂いている山本科学技術政策担当大臣を例にさせて頂きます。半導体といえば、コンピュータのＩＣチップを思い浮かべますが、

それだけではありません。コンピュータのＩＣチップである集積回路は、データや信号を処理しまして、人間でいうと頭脳に相当します。一方、パ

ワエレは電圧・電流を制御します。これは人間いうと心臓をコントロールするということになります。山本科学技術政策担当大臣の情熱溢れる熱い

ハートをコントロールするのがパワエレであると思って頂ければよいと思います。ですから、溢れ出る情熱をコントロールするような強固なものが
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必要になります。このパワーエレクトロニクスという言葉は、40年程前から使われていますが、今、まさに成長産業になってきたという状況であり

ます。 

パワエレをもう一度言い直しますと、半導体を用いて電圧や電流、周波数を自在に制御する技術であります。直流を交流に変えたり、100Ｖの電圧

を５Ｖに変えたりします。今までの半導体と違って、エネルギーのパワーをコントロールしますので、パワー半導体とも呼ばれます。今まではトラ

ンスを使っておりました。これが半導体になりますと、小さくて軽くなります。また、周波数を変えることが出来るようになります。 

実際、色々な場所で使われています。太陽光発電、鉄道、また家庭のエアコンでも使われております。ハイブリッド自動車にも使われています。

まさに我々の生活の身近なところで使われているものであります。 

このパワエレの世界市場の規模は、現在の６兆円から2030年には３倍以上の20兆円になることが期待されています。また、この技術は、日本のメ

ーカーが非常に優位な力を持っています。日本全体で世界市場の半分ぐらいを押さえています。現在は優位ですが、競争が非常に激しいです。現在、

半導体は、日本が非常に苦しい状況になっていますが、まさに高い電圧で使えて小型化出来る、こういうパワー半導体を世界に先駆けて作り上げて

いくという研究開発が非常に重要だと思っています。 

 具体的な応用例を御説明します。先程紹介しました、銀座線の車両であります。炭化ケイ素ＳｉＣ、炭素とケイ素の化合物ですが、この熱に強い

新しい材料を用いた電圧を制御するインバータを搭載することによって、消費電力を４割削減出来ました。 

次の例は、自動車でございます。まさにハイブリッド車等の性能向上の鍵となる技術がパワエレであります。技術開発によって、高性能化、小型

化、低コスト化することが出来ます。それによって、ハイブリッド車等の販売が加速的に増えていくことが期待されています。本日は実際に自動車

のパワエレを持って来ました。これは現在使われているパワエレのユニットでありまして、中に入っているパワー半導体はこれです。これをＳｉＣ

という新しい材料にしますと、発熱が小さくなり、また、こんなに小さくなります。10分の１の大きさにすることが出来ます。これが中に入ってい

る半導体でございます。 

このパワエレの効果でありますが、インバータの登載によって、省エネが実現出来ます。例えば、家庭のエアコンではインバータにより、省エネ

と快適性、両方が実現出来ています。また、ＳｉＣという新しい材料に変えることによって、更に省エネが進みます。また、小型化により、例えば

エレベーターですと、設置面積を４割削減することが出来ます。こういう大きな効果があります。 

 今後の研究開発のポイントですが、文部科学省等の材料に関する基礎研究、経済産業省等の実用化の目途をつける応用研究、また、事業所管省庁

の規格・基準の策定、積極的な調達、これらによって、全体戦略を更に作り、産学官のオープンイノベーション等の連携を進めていくことが大事だ

と思っています。 

それによって、府省、産学官一体的な取り組みによる研究加速が出来ることになります。是非総理にリーダーシップをとって頂いて、総合科学技

術会議として取り組んで頂き、産業競争力強化、また、省エネ、温暖化防止技術を実現するべく、推進するということが非常に大事な状況だと思い

ますので、是非宜しくお願いします。 

  

【山本科学技術政策担当大臣】 

 何か御質問があれば。甘利経済再生担当大臣、どうぞ。 

 

【甘利経済再生担当大臣】 

 これは技術的には完成しているのですか。 

 

【矢部日本機械学会会長】 

 いいえ、今まさに試作品が出来た感じでありまして、これを低コスト化して、歩どまりよく実現するという大きなチャレンジをこれからする必要

があります。 

 

【山本科学技術政策担当大臣】 

 それでは、最後に安倍内閣総理大臣から御挨拶を頂きたいと思います。 

 

【安倍内閣総理大臣】 

 本日も、活気ある審議を行って頂き御礼申し上げます。４点申し上げたいと思います。 

 第１に、本日、平成26年度の科学技術関係予算において重点化の対象とすべき施策を特定して頂きました。この成果を来年度予算の編成過程でき

ちんと反映させ、メリハリある予算作りに役立てていきたいと思います。 

 第２に、今回創設する戦略的イノベーション創造プログラム「ＳＩＰ」及び革新的研究開発推進プログラム「ＩｍＰＡＣＴ」は、我が国の未来を

開拓していく上で鍵となる「国家重点プログラム」であり、この２大事業を強力に推進してまいります。 

 第３に、有識者議員から御提案のあった、今後の検討課題については、「イノベーションに適した国づくり」の為には、何れも避けて通れない重

要な課題であり、この御提案に沿って精力的な御審議をお願いしたいと思います。 

 最後に、本日決定した環境エネルギー技術革新計画は、「攻めの地球温暖化外交戦略」を展開していく為の重要な柱であります。本計画を着実に

実行するとともに、外務・環境・経済産業各大臣を始め関係閣僚は、この計画を我が国の外交展開に役立てて頂きたいと思います。 

 

【山本科学技術政策担当大臣】 

 安倍政権になって、３月に初めて総合科学技術会議の会合を開いてから、今回が８回目ということで、総理のバックアップによって、更にこれか

ら活性化をして頂きたいと思います。それでは、プレスの方、退出をお願いします。本日の議題は以上です。なお、113回の議事録及び本日の資料は

公表致します。以上で会議を終了致します。 


